
『はじめに』
現行の地方公共団体の会計は、「現金主義・単式簿記」方式を採用しており、１年間にどのような収入が
ありその収入を何に使ったのかを明らかにすることを目的としています。
近年、国では資産・債務の適切な管理や財務情報のわかりやすい開示などを目的に「新地方公会計制度改
革」として、「発生主義・複式簿記」による企業的手法を用いた財務書類を作成・公表するようにしました。
これにより南木曽町も平成 24年度決算に基づき財務書類を作成しました。

『財務書類の範囲』
普通会計及び特別会計（簡易水道、下水道、農業集落排水、浄化槽市町村整備推進事業、妻籠宿有料駐車

場、国民健康保険、後期高齢者医療）

１．貸借対照表（バランスシート）
　貸借対照表は町がどれほどの資産を保有し、その資産がどのような財源で賄ってきたかの表です。
　左側が資産、右側が負債と純資産（資産と負債との差額）になっています。

南木曽町普通会計貸借対照表 （単位：百万円）
平成24年度 平成23年度 差　額 平成24年度 平成23年度 差　額

資産の部（これまで積上げてきた資産） 負債の部（これからの世代が負担する金額）
１．公共資産
（1）有形固定資産
（2）売却可能資産

２．投資等
（1）投資及び出資金
（2）貸付金
（3）基金等
（4）長期延滞債権
（5）回収不能見込額

３．流動資産
（1）現金預金
（2）未収金
（3）回収不能見込額

17,778
17,778

0

788
124
0

648
19
△ 3

977
973
5

△ 1

18,220
18,220

0

629
124
0

487
21
△ 3

943
938
6

△ 1

△ 442
△ 442

0

159
0
0

161
△ 2
0

34
35
△ 1
0

１．固定負債
（1）地方債
（2）退職手当引当金

２．流動負債
（1）翌年度償還予定地方債
（2）賞与引当金

4,602
3,730
872

605
571
34

4,878
4,011
867

610
575
35

△ 276
△ 281

5

△ 5
△ 4
△ 1

負債合計 5,207 5,488 △ 281
純資産の部（これまでの世代が負担した金額）
純資産合計 14,336 14,304 32

資産合計 19,543 19,792 △ 249 負債及び純資産合計 19,543 19,792 △ 249

南木曽町全体貸借対照表（普通会計＋特別会計） （単位：百万円）
平成24年度 平成23年度 差　額 平成24年度 平成23年度 差　額

資産の部（これまで積上げてきた資産） 負債の部（これからの世代が負担する金額）
１．公共資産
（1）有形固定資産
（2）売却可能資産

２．投資等
（1）投資及び出資金
（2）貸付金
（3）基金等
（4）長期延滞債権
（5）回収不能見込額

３．流動資産
（1）現金預金
（2）未収金
（3）回収不能見込額

24,245
24,245

0

896
123
0

735
44
△ 6

1,040
1,033

9
△ 2

24,890
24,890

0

727
124
0

563
46
△ 6

1,007
999
10
△ 2

△ 645
△ 645

0

169
△ 1
0

172
△ 2
0

33
34
△ 1
0

１．固定負債
（1）地方債
（2）退職手当引当金

２．流動負債
（1）翌年度償還予定地方債
（2）賞与引当金

7,126
6,253
873

803
766
37

7,559
6,692
867

812
775
37

△ 433
△ 439
△ 6

△ 9
△ 9
0

負債合計 7,929 8,371 △ 442
純資産の部（これまでの世代が負担した金額）
純資産合計 18,252 18,253 △ 1

資産合計 26,181 26,624 △ 443 負債及び純資産合計 26,181 26,624 △ 443

新地方公会計制度に基づく
平成 24年度南木曽町財務書類
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　分析概略
　平成 24年度末における「資産」は 195 億 4,300
万円となり、前年度と比較して２億 4,900 万円減少
しました。
　これは、資産の減価償却が大きいことによるもので
す。また、この「資産」を形成するために、これまで
の世代が負担してきた「純資産」は前年度から 3,200
万円増え、将来の世代への負担となる「負債」は２億
8,100 万円減少しているので、この１年間で将来世
代の負担は軽減されました。

　町民１人あたりの金額に置き換えてみると
　住宅や車、定期預金や現金などの資産は
417 万円、資産を取得するため既に支払い
が済んでいる純資産は 306 万円、住宅ロー
ンなどの借入残高は 111 万円となっていま
す。前年度と比較して、資産が１万円の減少、
純資産が４万円
の増加、負債が
５万円の減少と
なりました。

用語の説明
公共資産 ……………… 町が所有する資産のうち、長期間行政サービスを提供する固定資産
有形固定資産 ………… 公共資産のうち、土地や建物等の不動産、高額備品等で保有が長期に及ぶもの
売却可能資産 ………… 公共資産のうち行政サービスに利用しておらず、売却可能なもの
投資及び出資金 ……… 関係団体への出資金等
長期延滞債権 ………… 地方税等の収入未済額のうち、延滞が長期に及んでいるもの
回収不能見込額 ……… 時効等により回収が困難と見込まれる町税等の額
流動資産 ……………… 原則として1年以内に現金化される資産
固定負債 ……………… 返済期限が1年を超える債務
地方債 ………………… 町の債務で、その返済が翌年度以降に行われるもの
流動負債 ……………… 返済期限が1年以内の債務
退職手当引当金 ……… 全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合に必要な退職手当総額

（単位：百万円）
平成24年度 平成23年度 差　額

期首純資産残高 14,304 14,117 187

純経常行政コスト
一般財源
・地方税
・地方交付税
・その他行政コスト充当財源
補助金等受入
臨時損益

△ 3,038

607
1,936
202
329
△ 4

△ 3,003

612
1,942
204
440
△ 8

△ 35

△ 5
△ 6
△ 2

△ 111
4

期末純資産残高 14,336 14,304 32

 ２. 純資産変動計算書
　純資産変動計算書は、町の純資産、つまり資産から負債を差し引いた額が、今年度中にどのように増減し
たのかを明らかにします。純資産の総額の変動に加えて、その資産が増減した原因 (財源や要因 )を読み取
ることができます。

　分析概略
　純資産とは、町の所有する資産のうち、現世代までに負担が済んでいる資産のことです。
　平成 24年度末の純資産は、前年度から 3,200 万円増の 143 億 3,600 万円となり、この１年間で将来
世代の負担は軽減されたことになります。これは後述の行政コスト計算書にある純経常行政コストに 30億
3,900 万円かかったものの、地方税や地方交付税、国や県からの補助金など当年度収入で賄いきれたことが
主な要因です。しかしながら、これらの収入は景気や国の政策に左右されるため将来負担を軽減するために
は、純経常行政コストを減らすことが必要となってきます。

用語の説明
期首純資産残高 …前年度末の純資産の額
期末純資産残高 …当年度末の純資産の額　

期首残高から期末残高を
差し引いた額が当該年度
の増減額になる

純経常行政コスト …経常行政コストの総額か
ら、受益者負担金等の経
常収益を差し引いた額　
行政コスト計算書により
算定される
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　分析概略
　平成 24年度は、前年度と比較して経常行政コストが 3,700 万円の増、経常収益が 100万円の増となり
差引である純経常行政コストは 3,600 万円増の 30億 3,900 万円となりました。減価償却費の減により物
にかかるコストは減少しましたが、負担金や補助金の移転支出的なコストや人にかかるコストの増加により
全体で増となりました。
　人件費や物件費等経常行政コストは毎年支払われる経費なので、これらコストを削減していくことが安定
した財政運営につながると考えます。

　分析概略
　平成 24年度末の資金残高は、前年度と比較して 1,500 万円減の 1億 1,200 万円となりました。
　これは、公共資産整備収支は増加したものの、物件費や社会保障給付等の支出の増による経常収支の増と
基金積立の増による投資・財務的収支の増が主な要因です。

（単位：百万円）
平成24年度 平成23年度 差　額

経常行政コスト（Ａ） 3,159 3,122 37
１．人にかかるコスト
２．物にかかるコスト
３．移転支出的なコスト
４．その他のコスト

650
1,254
1,187
68

631
1,268
1,150
73

19
△ 14
37
△ 5

経常収益（Ｂ） 120 119 1
１．使用料・手数料
２．分担金・負担金・寄付金

111
９

111
8

0
1

純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 3,039 3,003 36

（単位：百万円）
平成24年度 平成23年度 差　額

１．経常収支の部（Ｂ－Ａ） 1,018 1,060 △ 42
人件費・物件費・社会保障給付等の支出（Ａ）
地方税・地方交付税国県補助金等の収入（Ｂ）

2,150
3,168

2,112
3,172

38
△ 4

２．公共資産整備収支の部（Ｂ－Ａ） △ 188 △ 264 76
公共資産整備等に係る支出（Ａ）
国県補助金や地方債等の収入（Ｂ）

431
243

685
421

△ 254
△ 178

３．投資・財務的収支の部（Ｂ－Ａ） △ 845 △ 811 △ 34
地方債償還・基金積立等の支出（Ａ）
貸付金回収・地方債発行等の収入（Ｂ）

916
71

887
76

29
△ 5

４．当年度資金増減額（１＋２＋３） △ 15 △ 15 0
５．期首資金残高 127 142 △ 15
６．期末資金残高（４＋５） 112 127 △ 15

用語の説明
人にかかるコスト…職員の人件費や退職手

当、賞与の引当金に当
該年度新たに繰り入れ
た額等。

物にかかるコスト…行政サービスに必要な
物件費、施設等の維持
管理費、減価償却費等。

移転支出的なコスト…補助金や社会保障給付
等にかかる費用。

その他のコスト……借金の支払利息や、回
収不能となった税金等
の見込額、災害の復旧
に掛かった費用等。

用語の説明
経常的収支
経常的な行政活動の収支
で、公共資産整備収支及
び投資・財務的収支には
含まれないもの。

公共資産整備収支
公共資産の整備にかかる収支。

投資・財務的収支
地方債の元利償還、発行
額の収支等。

 ３. 行政コスト計算書（損益計算書）
　行政コスト計算書は、企業では損益計算書といわれて
いるものですが、利益の追求を目的とする企業とは違い、
営利を目的としない町の行政サービスの提供にどれだけ
の費用（コスト）がかかったか、その内容の分析を行う
ことを目的としています。

 ４. 資金収支計算書
　資金収支計算書はキャッシュフローと言われるもので、「キャッシュ=お金」の「フロー=流れ」を明ら
かにします。町の収支をその性質に応じて、経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支に区分して
表示し、町のどのような活動に資金が必要なのかを知ることができます。
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　まとめ
　ここまでの分析や各指標から総括すると、負債の軽減や基金への積立などにより純資産を増加させること
で将来負担を軽減することができました。
　しかし、南木曽町の収入は、国の動向に左右されやすい地方交付税や国・県からの補助金などが大半をし
めており、将来も同水準で収入が見込めるか分かりません。また、資産の老朽化が進み今後、維持管理費が
大きくなっていくことに加え社会保障給付費及び減価償却費の減少も見込めないことから行政コストの増加
が懸念されます。
　そこで、実施計画や自立推進計画に沿った起債事業の執行及び徹底した歳出削減を行い、収入に見合った
支出を心がけ財政のスリム化を図る必要があります。
　今後も、将来世代への負担を極力抑え、負担を先送りしないよう健全な財政運営に努めていきたいと思い
ますので、ご理解・ご協力をお願いします。

各指標に用いた数値
平成24年度 平成23年度

住民基本台帳人口 4,685 人 4,737 人

歳 入 総 額 3,570,391 千円 3,771,493 千円

減価償却累計額 18,492,368 千円 17,676,791 千円

土 　 　 地 1,373,562 千円 1,363,288 千円

地 方 債 発 行 額 200,700 千円 282,100 千円

地 方 債 償 還 額 551,869 千円 589,187 千円

財調基金等取崩額 40,000 千円 0千円

財調基金等積立額 90,139 千円 130,150 千円

５．各指標
平成24年度 平成23年度 差　額

住民一人当たり資産額 4,171 千円 4,178 千円 △ 7 千円
歳入額対資産比率 5.5 年 5.3 年 0.2 年
資 産 老 朽 化 比 率 53.0％ 51.2％ 1.8％
純 資 産 比 率 73.4％ 72.3％ 1.1％
将来世代負担比率 23.2％ 24.3％ △ 1.1％
住民一人当たり負債額 1,112 千円 1,159 千円 △ 47 千円
基 礎 的 財 政 収 支
（プライマリーバランス） 386,529 千円 422,052 千円 △ 35,523 千円

住民一人当たり行政コスト 649 千円 634 千円 15千円
住民一人当たり人件費・物件費等 406 千円 401 千円 5千円
行政コスト対公共資産比率 17.8％ 17.1％ 0.7％
行政コスト対税収等比率 100.1％ 96.5％ 3.6％
受益者負担の割合 3.8％ 3.8％ 0％

各指標の説明
歳入額対資産比率…当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまで形成され

た資産が歳入の何年分に相当するかを表します。
 【歳入額対資産比率＝資産合計／歳入総額】
資産老朽化比率……有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合であり、

耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを表します。数値が高
いほど減価償却が進み、資産が老朽化していることを示します。

 【資産老朽化比率＝減価償却累計額／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）】
純資産比率…………将来世代と現世代の負担の配分を表します。
 【純資産比率＝純資産総額／資産総額】
将来世代負担比率…社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を表します。数値が高いほど公共資産

に対する借金の割合が高いことを示し、将来世代の負担が大きいことを示します。
 【将来世代負担比率＝地方債残高／（公共資産＋投資等）】
基礎的財政収支……プライマリーバランスとも言われる。町債などの借金を除いた歳入と、過去の借金

の元利払いを除いた歳出の差のことで、町の財政が健全かどうかを表す指標。
 【基礎的財政収支＝収入総額－地方債発行額－財調基金等取崩額
 －支出総額＋地方債償還額＋財調基金等積立額】
行政コスト対公共資産比率 …どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか（資産が効率的に活

用されているか）を分析できます。
 【行政コスト対公共資産比率＝経常費用（経常行政コスト）／公共資産】
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